
特集特集

も
存
在
し
て
い
る
。

　
介
護
サ
ー
ビ
ス
需
要
の
変
化
を
サ
ー
ビ
ス
ご
と
に

み
る
と
、保
険
者
に
よ
っ
て
利
用
者
数
が
最
大
と
な

る
年
は
さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
が
、在
宅
サ
ー
ビ
ス
に
つ

い
て
は
、す
で
に
2
0
2
4
年
ま
で
に
3
1
3（
19
・

9
％
）
の
保
険
者
が
ピ
ー
ク
を
迎
え
、2
0
3
5
年

ま
で
に
9
0
6（
57
・
6
％
）
の
保
険
者
が
ピ
ー
ク

を
迎
え
る
と
見
込
ま
れ
て
い
る
（
図
２
）。

　
施
設
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は
、す
で
に
2
0
2
4

年
ま
で
に
2
5
6（
16
・
3
％
）
の
保
険
者
が
ピ
ー

ク
を
迎
え
、2
0
3
5
年
ま
で
に
7
6
2（
48
・
4
％
）

の
保
険
者
が
ピ
ー
ク
を
迎
え
る
と
見
込
ま
れ
て
い
る

　介護サービス提供体制の維持のため、　介護サービス提供体制の維持のため、
人材確保が難しい中山間・人口減少地域人材確保が難しい中山間・人口減少地域
向けに、新たな類型の特例介護サービス向けに、新たな類型の特例介護サービス
を創設することが、令和８年6月19日を創設することが、令和８年6月19日
に成立した「社会福祉法等の一部を改正に成立した「社会福祉法等の一部を改正
する法律」に盛り込まれています。同サする法律」に盛り込まれています。同サ
ービスでは、包括的な評価（報酬）の導ービスでは、包括的な評価（報酬）の導
入や配置基準の緩和等の措置が講じられ入や配置基準の緩和等の措置が講じられ
ます。具体的な内容の検討状況をみています。具体的な内容の検討状況をみてい
きます。きます。

中
山
間
・
人
口
減
少
地
域
向
け
に

中
山
間
・
人
口
減
少
地
域
向
け
に

新
た
な
特
例
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
創
設

新
た
な
特
例
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
創
設

特
例
介
護
サ
ー
ビ
ス
は
令
和
９
年

４
月
１
日
施
行

　
我
が
国
の
2
0
4
0
年
の
人
口
構
成
は
、85
歳
以

上
人
口
を
中
心
と
し
た
高
齢
化
と
生
産
年
齢
人
口
の

減
少
が
予
測
さ
れ
て
い
る
。
地
域
ご
と
に
み
て
も
、

ほ
ぼ
す
べ
て
の
地
域
で
生
産
年
齢
人
口
が
減
少
し
、

都
市
部
で
は
高
齢
人
口
が
増
加
、
過
疎
地
域
で
は
減

少
す
る
（
図
１
）。
こ
れ
を
市
区
町
村
別
に
み
る
と
、

5
5
8
市
町
村（
全
市
区
町
村
の
約
３
割
／
2
0
1
5

年
人
口
に
対
す
る
2
0
5
0
年
人
口
の
変
化
率
）
が

人
口
半
数
未
満
と
な
り
、
そ
の
う
ち
21
市
町
村
が

25
％
未
満
と
な
る
。
と
く
に
、
人
口
が
半
減
す
る
市

町
村
は
中
山
間
地
域
等
に
多
く
み
ら
れ
る
。

　
各
保
険
者
に
お
け
る
、2
0
5
0
年
ま
で
の
介
護

サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数
の
推
計
で
は
、
ピ
ー
ク
を
過
ぎ

減
少
に
転
じ
る
保
険
者
も
あ
る
一
方
、
都
市
部
を
中

心
に
2
0
4
0
年
以
降
ま
で
増
え
続
け
る
保
険
者
が

多
く
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、2
0
5
0
年
ま
で
の
間

に
最
も
利
用
者
数
が
多
く
な
る
年
の
利
用
者
数
の
、

2
0
2
2
年
の
利
用
者
数
と
の
比（
増
加
率
）
を
み

る
と
、＋
20
％
未
満
の
保
険
者
（
約
44
％
）
が
多
い

一
方
で
、＋
60
％
以
上
と
な
る
保
険
者
（
約
13
％
）
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②
の
特
定
地
域
居
宅
サ
ー
ビ
ス
等
事
業
に
つ
い
て
は

社
会
保
障
審
議
会
介
護
保
険
部
会
（
以
下
、
介
護
保

険
部
会
）
に
お
い
て
、
①
の
特
定
地
域
サ
ー
ビ
ス
に

つ
い
て
は
同
審
議
会
介
護
給
付
費
分
科
会
に
お
い
て

議
論
が
行
わ
れ
る
。
ま
た
、
介
護
事
業
者
の
連
携
強

化（
地
域
に
お
い
て
中
心
的
な
役
割
を
果
た
す
法
人
・

事
業
所
が
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
維
持
・
継
続
す
る
た
め

の
仕
組
み
、
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
）
に
つ
い
て
は
、
介

護
保
険
部
会
等
で
議
論
を
行
う
。
既
存
施
設
の
有
効

活
用
、
調
整
交
付
金
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、
介
護

保
険
部
会
意
見
書
を
踏
ま
え
、
法
令
・
通
知
改
正
等

の
必
要
な
対
応
が
行
わ
れ
る
。
な
お
、
検
討
事
項
や

議
論
の
場
に
つ
い
て
は
、
今
後
の
議
論
状
況
等
に
応

じ
て
変
更
さ
れ
る
場
合
が
あ
る
。

（
図
３
）。

　
こ
の
よ
う
な
地
域
ご
と
の
実
情
に
対
応
す
る
た

め
、「
社
会
福
祉
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」（
令

和
8
年
6
月
19
日
成
立
／
以
下
、改
正
法
）
に
よ
り
、

中
山
間
・
人
口
減
少
地
域
に
お
け
る
柔
軟
な
対
応
と

し
て
「
特
例
介
護
サ
ー
ビ
ス
」（
令
和
9
年
4
月
１

日
施
行
）
が
創
設
さ
れ
る
。

　
こ
れ
は
、
高
齢
者
人
口
の
減
少
だ
け
で
な
く
、
生

産
年
齢
人
口
の
減
少
に
よ
り
介
護
人
材
の
確
保
の
困

難
が
進
ん
で
い
る
中
山
間
・
人
口
減
少
地
域
に
、
必

要
な
サ
ー
ビ
ス
を
維
持
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い

る
。

　
創
設
さ
れ
る
特
例
介
護
サ
ー
ビ
ス
は
、
①
特
定
地

域
サ
ー
ビ
ス
（
介
護
（
予
防
）
給
付
）、
②
特
定
地

域
居
宅
サ
ー
ビ
ス
等
事
業
（
地
域
支
援
事
業
）
に
分

か
れ
て
い
る
（
4
頁
図
４
）。

　
①
の
特
定
地
域
サ
ー
ビ
ス
は
、包
括
的
な
評
価（
月

当
た
り
定
額
報
酬
）
の
導
入
、
人
員
配
置
基
準
の
弾

力
化
（
管
理
職
・
専
門
職
、
夜
勤
職
員
の
要
件
の
緩

和
等
）
を
行
う
も
の
で
、
障
害
福
祉
分
野
に
お
い
て

も
同
様
の
見
直
し
が
行
わ
れ
る
。
な
お
、
人
員
配
置

基
準
の
弾
力
化
に
つ
い
て
は
、「
職
員
の
負
担
や
質

の
確
保
へ
の
配
慮
が
前
提
」
と
し
て
い
る
。

　
②
の
特
定
地
域
居
宅
サ
ー
ビ
ス
等
事
業
は
、
市
町

村
が
、
給
付
に
代
え
て
、
介
護
保
険
財
源
を
活
用
し

て
事
業
費
で
委
託
す
る
も
の
で
あ
る
。

　
令
和
9
年
4
月
１
日
の
施
行
に
向
け
て
、
今
後
、

特
定
地
域
（
中
山
間
・
人
口
減
少
地
域
）
の
基
準
、
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2024 2030 2035 2040 2045

（万人）

2024以前 2030 2035 2040 2045以降
2040までの増減率

既にピーク 今後ピーク

政令市・特別区
 県庁所在地

- - 15 27 32 ― 26.6%
(20.3%) (36.5%) (43.2%)

市（上記を除く）
67 59 221 222 114 △5.7% 21.8%

(9.8%) (8.6%) (32.4%) (32.5%) (16.7%)

町村（広域連合含む）
246 138 160 195 77 △11.6% 14.9%

(30.1%) (16.9%) (19.6%) (23.9%) (9.4%)

(再掲)三大都市圏
2 20 123 70 89 △4.4% 26.0%

(0.7%) (6.6%) (40.5%) (23.0%) (29.3%)

(再掲)三大都市圏以外
311 177 273 374 134 △7.5% 20.2%

(24.5%) (13.9%) (21.5%) (29.5%) (10.6%)

在宅サービス利用者数が最大となる年と2040年までの増加率

在宅サービス利用者数の将来見込

介護サービス需要の変化（在宅サービス）図2

※�「在宅サービス利用者」は、介護予防支援、居宅介護支援、（介護予防）小規模多機能型居宅介護、看護
小規模多機能型居宅介護の１月あたり利用者数の合計

※�「三大都市圏」は、東京圏（東京都特別区、さいたま市、千葉市、川崎市、横浜市、相模原市及びこれら
に対する通勤・通学 10% 圏に含まれる市町村）、名古屋圏（名古屋市及び同市に対する通勤・通学 10％
圏に含まれる市町村）、関西圏（京都市、大阪市、堺市、神戸市及びこれらに対する通勤・通学 10％圏
に含まれる市町村）。

（出典）第９期市町村介護保険事業計画において各市町村が算出した推計値に基づき作成
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（万人）

2024以前 2030 2035 2040 2045以降
2040までの増減率

既にピーク 今後ピーク

政令市・特別区
 県庁所在地

- 4 8 30 32 ― 29.6%
（5.4％） (10.8%) (40.5%) (43.2%)

市（上記を除く）
67 92 97 296 131 △5.7% 27.8%

(9.8%) (13.5%) (14.2%) (43.3%) (19.2%)

町村（広域連合含む）
189 200 105 235 87 △10.1% 25.2%

(23.2%) (24.5%) (12.9%) (28.8%) (10.7%)

(再掲)三大都市圏
3 14 71 129 87 △2.4% 34.8%

(1.0%) (4.6%) (23.4%) (42.4%) (28.6%)

(再掲)三大都市圏以外
253 282 139 432 163 △7.7% 23.8%

(19.9%) (22.2%) (11.0%) (34.0%) (12.8%)

施設サービス利用者数が最大となる年と2040年までの増加率

施設サービス利用者数の将来見込

介護サービス需要の変化（施設サービス）図3

※�「施設サービス利用者」は、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、地域密着型介護老人
福祉施設の１月あたり利用者数の合計

※�「三大都市圏」は、東京圏（東京都特別区、さいたま市、千葉市、川崎市、横浜市、相模原市及びこれら
に対する通勤・通学 10% 圏に含まれる市町村）、名古屋圏（名古屋市及び同市に対する通勤・通学 10％
圏に含まれる市町村）、関西圏（京都市、大阪市、堺市、神戸市及びこれらに対する通勤・通学 10％圏
に含まれる市町村）。

（出典）第９期市町村介護保険事業計画において各市町村が算出した推計値に基づき作成
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地
域
ニ
ー
ズ
に
応
え
た

多
様
な
福
祉
事
業
を
展
開

　

新
潟
県
十
日
町
市
に
あ
る
社
会
福
祉

法
人
十
日
町
福
祉
会
（
理
事
長
：
尾
身

晴
夫
氏
）
は
、
高
齢
者
福
祉
事
業
と
障

害
福
祉
事
業
を
行
う
2
つ
の
社
会
福
祉

法
人
が
合
併
し
、
平
成
20
年
10
月
に
設

立
さ
れ
た
。「
社
会
福
祉
事
業
を
通
じ

て
、
多
様
な
福
祉
課
題
に
積
極
的
か
つ

主
体
的
に
取
り
組
み
、
地
域
社
会
の
豊

か
な
発
展
と
充
実
に
貢
献
し
ま
す
」
と

い
う
経
営
理
念
の
も
と
、
そ
れ
ぞ
れ
が

得
意
と
す
る
分
野
や
強
み
を
持
ち
寄
り

な
が
ら
、
地
域
ニ
ー
ズ
に
応
え
た
多
様

な
福
祉
事
業
を
展
開
し
て
い
る
。

　

現
在
は
、
十
日
町
市
内
に
お
い
て
、

高
齢
者
福
祉
事
業
で
は
5
カ
所
の
特
別

養
護
老
人
ホ
ー
ム
を
は
じ
め
、
ケ
ア
ハ

ウ
ス
、
認
知
症
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
、
デ

イ
サ
ー
ビ
ス
、
小

規
模
多
機
能
型
居

宅
介
護
、
居
宅
介

護
支
援
事
業
所
な

ど
、
障
害
福
祉
事

業
で
は
、
障
害
者

支
援
施
設
、
障
害

者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー

ム
、
就
労
継
続
支

援
B
型
事
業
所
、

放
課
後
等
デ
イ
サ

ー
ビ
ス
、
相
談
支

援
事
業
所
な
ど
、

保
育
事
業
で
は
2

カ
所
の
認
定
こ
ど

も
園
と
放
課
後
児

童
ク
ラ
ブ
を
運
営

し
て
い
る
。

　

平
成
30
年
に

は
、
障
害
者
向
け
の
生
活
介
護
、
就
労

継
続
支
援
B
型
事
業
所
、
放
課
後
等
デ

イ
サ
ー
ビ
ス
の
ほ
か
、
放
課
後
児
童
ク

ラ
ブ
や
介
護
予
防
事
業
を
併
設
し
た
共

生
型
複
合
施
設
「
ケ
ア
ホ
ー
ム
げ
じ
ょ

う
」
を
開
設
し
て
い
る
。

　

共
生
型
複
合
施
設
の
開
設
に
つ
い

て
、
常
務
理
事
の
松
村
実
氏
は
次
の
よ

う
に
説
明
す
る
。

　
「
も
と
も
と
、
共
生
型
施
設
を
つ
く

り
た
い
と
考
え
て
い
た
と
こ
ろ
、
十
日

町
市
か
ら
建
て
替
え
を
行
う
小
学
校
の

旧
校
舎
の
活
用
を
呼
び
か
け
ら
れ
た
こ

と
が
き
っ
か
け
で
し
た
。
令
和
4
年
の

2
期
工
事
で
新
た
に
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
と

障
害
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
を
開
設
し
て

お
り
、『
ご
ち
ゃ
ま
ぜ
』
の
環
境
の
な

か
で
多
様
な
人
た
ち
が
日
常
的
な
交
流

を
図
っ
て
い
ま
す
。
地
域
共
生
社
会
の

実
現
を
目
指
す
こ
と
は
社
会
福
祉
法
人

の
役
割
で
あ
り
、
そ
れ
を
具
現
化
し
た

施
設
と
な
っ
て
い
ま
す
」（
以
下
、「 

」

内
は
松
村
氏
の
説
明
）。

　
人
材
不
足
に
よ
り
事
業
の

持
続
性
が
地
域
課
題
に

　

同
法
人
が
拠
点
と
す
る
十
日
町
市

地域協働で実現する
切れ目のない包括ケア

　福祉医療機構では、地域の福祉医療
基盤の整備を支援するため、有利な条
件での融資を行っています。今回は、そ
の融資制度を利用された新潟県十日町
市にある社会福祉法人十日町福祉会を
取りあげます。同法人は、人材不足に
より事業の継続が困難な地域のなかで、
医療・介護・福祉のプラットフォーム
をつくり、連携や協働を進めています。
その取り組みについて取材しました。

— 新潟県十日町市・社会福祉法人十日町福祉会 —

法人の概要法人の概要

〒 948 −0144
新潟県十日町市水口沢 99 番地
  TEL   025 −761 −7340
  FAX   025 −761 −7341
  URL   https://fuku-tokamachi.or.jp/

法人設立：平成 20 年 10 月
理 事 長：尾身　晴夫
法人施設：�【介護】�特別養護老人ホーム、ケアハウス、認知症グループホーム、デイ

サービス、小規模多機能型居宅介護事業所、居宅介護支援事業所、
地域包括支援センターなど

【障害】障害者支援施設、障害者グループホーム、就労移行支援事業所、
就労継続支援 B 型事業所、放課後等デイサービス、生活介護、
日中一時支援、相談支援事業所など

【保育】認定こども園、放課後児童クラブ

社会福祉法人 十日町福祉会
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〒105-8486 東京都港区虎ノ門4-3-13ヒューリック神谷町ビル9階
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